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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

(注１) 前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値に係る対前期増減率については、記載しておりません。 
(注２) 前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前期の自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率の算出は、期末自己資本及び期末総資
          産の数値を使用しております。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 16,932 4.7 1,339 10.2 1,352 10.7 629 0.4
22年3月期 16,165 ― 1,214 ― 1,221 ― 627 ―

（注）包括利益 23年3月期 625百万円 （0.5％） 22年3月期 622百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 65.25 ― 10.8 12.2 7.9
22年3月期 64.98 ― 11.3 11.1 7.5

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 11,218 6,048 53.9 626.59
22年3月期 11,008 5,578 50.6 577.39

（参考） 自己資本   23年3月期  6,048百万円 22年3月期  5,574百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 1,095 △625 △646 1,830
22年3月期 1,474 △591 △313 2,007

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00 154 24.6 2.8
23年3月期 ― 8.00 ― 8.00 16.00 154 24.5 2.6
24年3月期(予想) ― 8.00 ― 8.00 16.00 25.3

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,910 0.7 440 △23.5 440 △24.1 220 △31.4 22.79
通期 17,300 2.2 1,200 △10.4 1,200 △11.2 610 △3.2 63.19



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 9,868,800 株 22年3月期 9,868,800 株
② 期末自己株式数 23年3月期 215,701 株 22年3月期 214,612 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 9,653,290 株 22年3月期 9,655,549 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 16,841 4.6 1,398 12.0 1,414 12.6 587 △10.9
22年3月期 16,100 9.1 1,249 73.9 1,256 79.1 658 175.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 60.81 ―
22年3月期 68.20 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 11,186 6,048 54.1 626.55
22年3月期 11,019 5,616 51.0 581.79

（参考） 自己資本 23年3月期  6,048百万円 22年3月期  5,616百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
  この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
  本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,870 0.8 460 △25.6 240 △37.3 24.86
通期 17,200 2.1 1,220 △13.8 630 7.3 65.26
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・当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、年度当初は立ち直りの兆しが見え緩やかな回復局面に入って

いたものの、欧米の景気減速や急激な円高の進行により足踏み状態が続くなか、失業率が高い水準にあ

ることなどから雇用、所得情勢は本格的な回復に至らない状態で、消費者物価の下落が続きデフレ脱却

が見通せない状況にあります。 

また、東日本大震災の発生により国内経済に与える影響は計り知れず、先行きに不安を抱えたままの

状態となっております。 

食品業界におきましては、消費者の低価格志向など厳しい市場環境が続くなか、食へのこだわりや健

康志向への対応、安心・安全や環境への配慮といった課題がますます重要になってきています。 

このような状況のなか、当社は、消費者ニーズや環境の変化をビジネスチャンスととらえ、高品質で

価値ある製品を市場に提供する一方、ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００に則った品質・衛生管理の徹底を

図りました。また、平成２２年１１月には埼玉支店を開設し、首都圏における営業力の強化に努めまし

た。 

この結果、当連結会計年度における当社の売上高は、食品事業において、小売用製品、業務用製品と

もに前期実績を上回った結果、売上高169億32百万円(前期比104.7％)となりました。 

利益面では、小売用製品の売上高増加の寄与により、営業利益13億39百万円（前期比110.2％）、経

常利益13億52百万円（前期比110.7％）となりました。当期純利益は、震災による当社関東工場の設備

修繕が必要となり災害による損失1億89百万円を特別損失として計上した結果、6億29百万円（前期比

100.4％）となりました。 

事業におけるセグメントの概況は、以下のとおりであります。 

  

＜食品事業＞ 

たれ類は、精肉価格の安定的な推移と汎用性提案による訴求効果により、『焼肉通り』『秘伝焼肉の

たれ』シリーズの中・大容量サイズが堅調な伸びとなったことや新製品『鮮魚亭 うなぎひつまぶしの

素』『ガツめしのたれ』などが定着しましたが、ＰＢ品などが前期実績を下回った結果、売上高は57億

78百万円（前期比98.7％）となりました。 

スープ類は、洋風カテゴリーのバラエティ型製品として、幅広い層に認知された『ＣｏＣｏ壱番屋 

カレー鍋スープ』『ＣｏＣｏ壱番屋 チーズカレー鍋スープ』がスープ類全体を牽引するとともに、幅

広い味の嗜好に対応するための新製品投入による品揃えの充実、販売促進活動を強化した結果、売上高

は49億67百万円（前期比104.7％）となりました。 

粉末調味料類は、内食志向を反映し、簡便性、経済性に優れたメニュー調味料の拡充を図った『もや

しあんかけ炒めの素』などが好調に推移し、『味・塩こしょう』類は詰め替え用を除いては、前期実績

を下回りました。その結果、売上高は32億1百万円（前期比106.0％）となりました。 

青汁類は、青果部門での関連販売、売場提案強化の継続による需要が喚起され、売上高は8億69百万

円（前期比106.1％）となりました。 

ソース類は、メニュー専用調味料として拡充を図った『トンテキの素』や煮込み系製品が定着し大幅

に売上高を伸ばしたほか、新製品拡販効果もあり、売上高は7億54百万円（前期比110.6％）となりまし

た。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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ドレッシング類は、競争激化の影響により苦戦し前期実績を下回り、売上高は3億10百万円（前期比

83.6％）となりました。 

その他は、新しいサラダ提案として定着した『パリ麺サラダ用セット』の寄与により、売上高7億13

百万円（前期比245.1％）となりました。 

仕入商品は、売上高2億46百万円（前期比76.5％）となりました。 

以上の結果、食品事業の売上高は、168億41百万円（前期比104.6％）となりました。 

  

＜外食事業＞ 

外食事業におきましては、「博多もつ鍋 来しゃい」（日本橋・虎ノ門）２店舗を展開し、店舗の活

性化に向けて、客数、売上増につながる商品の開発や仕入原価の低減等に取り組み、効率化を図ってま

いりました。さらに、「赤坂 博多もつ鍋 来しゃい」を平成２３年２月に新規出店いたしました。一

方、外食事業の１号店でありました「焼肉ダイニング 俊輔」は平成２２年９月をもって店舗閉鎖いた

しました。 

この結果、売上高は、93百万円（前期比137.6％）となりました。 

  

・次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、個人消費の低迷に加え、東日本大震災による影響が懸念されるととも

に、景気を取り巻く環境は極めて厳しい状況が続くものと思われます。 

このような状況のなか、当社は、さらなる飛躍に向けて決意を新たにするとの思いをこめて「市場創

造」をスローガンとして掲げ、「食」を通じてお客様に大きな歓びをお届けすべく、創業以来、ものづ

くり企業として培ったこだわりや消費者の視点に立ったダイショーらしいユニークな製品、サービスを

提供し続けることで、持続的な成長を目指し企業価値を高めてまいります。 

次期の業績につきましては、連結売上高173億円（前期比102.2％）、連結営業利益12億円（前期比

89.6％）、連結経常利益12億円（前期比88.8％）、連結当期純利益6億10百万円（前期比96.8％）を予

定しております。 

  
  

①資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ2億10百万円増加し、112億18百万円となりま

した。固定資産が総資産の56.7％を占め、流動資産は総資産の43.3％を占めております。主な資産の変

動は、「土地」が4億15百万円増加し、「現金及び預金」が1億77百万円減少したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ2億60百万円減少し、51億69百万円となりました。流動負債が負債

合計の68.8％を占め、固定負債は負債合計の31.2％を占めております。主な負債の変動は、「買掛金」

が1億6百万円、「災害損失引当金」が1億8百万円それぞれ増加し、「未払法人税等」が2億43百万円、

「長期借入金」が1億84百万円減少したことによるものです。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ4億70百万円増加し、60億48百万円となりました。主な純資産の

変動は、剰余金の配当1億54百万円と当期純利益6億29百万円により「利益剰余金」が4億75百万円増加

したことによるものです。これの負債・純資産合計に占める比率は、53.9％であります。 

  

（２）財政状態に関する分析
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②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、18億30百万円となり、前

連結会計年度末に比べ1億77百万円減少いたしました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益11億78百万円、減価償却費5億27百

万円、災害損失引当金の増加1億8百万円、仕入債務の増加1億6百万円と、法人税の支払額7億80百万円

による資金の減少により、前年同期比で、3億79百万円収入減の10億95百万円の純収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出の6億19百万円により、前年

同期比で34百万円支出増の6億25百万円の純支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済2億8百万円とリース債務の返済2億83百万

円、配当金の支払額1億54百万円等の支出により、前年同期比3億33百万円の支出増の6億46百万円の純

支出となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
（注２）株式時価総額は、連結会計期間末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により 
    算出しております。 
（注３）キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 
（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負 
    債を対象としております。また、利払いにつきまして、キャッシュ・フロー計算書の利息 
    の支払額を使用しております。 
（注５）前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、平成21年3月期以前の数値につい 
    ては記載しておりません。 

  

利益配分につきましては、安定的かつ継続的な配当を基本方針とし、株主の皆様の利益還元を目指し

てまいります。また、内部留保につきましては、経営基盤の充実と今後の事業拡大のための施策に充当

し、企業価値向上を図ることによって、株主の皆様の期待に応えてまいりたいと考えております。  

当期の配当金につきましては、上記方針に基づき、期末配当につきましては１株当たり8円とし、さ

きの中間配当8円とあわせ年間で１株当たり16円の配当を予定しております。また、次期につきまして

も１株当たり年間16円の配当を予定しております。 

  

平成22年3月期 平成23年3月期

自己資本比率（％） 50.6 53.9

時価ベースの自己資本比率（％） 45.3 56.4

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.0 1.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 54.9 47.9

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社グループの経営成績、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のよう

なものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計期間末現在において当社グル

ープが判断したものであります。 

食品の安全性について 

食品業界におきまして、食品表示の偽装問題、産地偽装問題、残留農薬問題等が発生し、消費者の食

品安全に対する関心はさらに高まっています。 

当社グループは、安心・安全につながる製品供給のため、ＨＡＣＣＰ、ＩＳＯ２２０００に則った製

造を行っております。また、品質方針として、『お客様の要求を満たすために、「信頼される品質」の

製品を提供し、顧客満足を追及します。』を掲げ、万全の生産、品質管理、安全衛生管理体制で臨んで

おります。 

しかしながら、予見不能な製品品質に関する問題が発生した場合、そのリカバリーには多大な労力と

コストが発生する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

市場動向に伴うリスク 

当社は、液体調味料、粉末調味料を主力とする食品を中心に取り扱っております。当社の製品群は、

主に、食肉、野菜、鮮魚類の調味料として使用されているため、その需要動向が、生鮮食品の消費動向

に影響される可能性があります。さらに家畜の疾病（ＢＳＥ、鳥インフルエンザ、口蹄疫など）の発生

やセーフガード（緊急輸入制限措置）の発動なども当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

原材料の価格変動の影響について 

原油・原材料価格の大幅な変動や国際的な需給動向等によりその価格が変動する可能性があります。

この価格変動によって、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、原油価格の変動

は、包装資材等の価格や製造コスト、物流費用に影響を与える可能性があり、当社グループでは、原材

料の複数社購買などによって安定的な調達を図っておりますが、価格が急騰した場合、製造原価が上昇

することにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

自然災害に伴うリスクについて 

当社グループの本社機能及び各拠点、とりわけ生産拠点において地震・火災・風水害等の自然災害に

より多大なる損害を蒙った場合、被害状況によっては企業活動に支障をきたし、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

気象変動に伴うリスクについて 

当社の主力事業である食品事業の販売業績は、気象変動に伴う影響を受ける可能性があります。冷

夏、暖冬、台風などに起因する生鮮品の高騰により消費が鈍り企業活動に影響を受ける可能性がありま

す。当社におきましては、これら気象変動が業績に与える影響を最小限に留めるために、販路、製・商

品の多様化を図っておりますが、予測を超える気象変動が生じた場合、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

  

（４）事業等のリスク
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法的規制に伴うリスクについて 

当社グループが属する食品業界においては、「食品衛生法」、「製造物責任法」、「容器包装に係る

分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）」、「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律（廃棄物処理法）」、「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル

法）」、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」などによる規制を受けております 

当社グループでは、法務担当部門と関連部門が専門家との連携を行うことにより、これらの関連法令

を遵守する体制を整備しておりますが、今後、法規制の強化や変更、新たな法制定により当社の企業活

動が制限された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

情報・管理システムのリスクについて 

当社グループは、開発・生産・販売・物流などの情報をコンピューターにより管理しており、システ

ムトラブル等に関しましても、適切な管理体制にて運営しております。また、重要情報の紛失、誤用、

改ざんを防止するため、情報管理に対する適切なセキュリティ対策を実施しております。 

しかしながら、不測の事態におけるシステム上の問題やシステムダウン、不正アクセス、内部機密の

漏洩などにより、社会に対する信用低下やシステムが一定期間使用できなくなった場合には、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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当社グループは、当社及び連結子会社１社（株式会社ダイショーフードシステムズ）により構成されて

おります。 

当連結会計年度における各事業分野の事業内容については、概ね次の通りであります。 

〈食品事業〉 

当社は、創業時より、たれやスープなどの液体調味料、味塩こしょう等を主力とする食品事業を営んで

おります。 

〈外食事業〉 

子会社の株式会社ダイショーフードシステムズは、当社の調味料を使用した外食事業として、もつ鍋店

を運営しております。 

  

以上に記載した事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

 

２．企業集団の状況

㈱ダイショー（2816）　平成23年3月期　決算短信

－ 7 －



株式会社ダイショーは「おいしさで・しあわせをつくる」を企業理念として豊かな食文化の創造を目

指し、安心・安全を第一義に、品質の高い調合調味料類を中心とした製品を付加価値の高い提案によ

り、食場面におけるおいしさ、たのしさを創造する企業活動に取り組みます。また、「社是・社訓」、

具体的行動を定めた「行動規範」を認識し、自らの責任と役割を果たすことで、仕事を通して社会と関

わり合いながら、活力のある魅力的で社会貢献することを追求する企業として成長するとともに、ダイ

ショーらしいユニークな製品やサービスを提供し続けることで、企業価値を高めてまいります。  

  

当社グループは平成２３年３月期から平成２５年３月期までの３ヵ年の中期経営計画を策定していま

す。 

定量目標としては平成２５年３月期の連結売上高186億円、連結経常利益18億円を目標としていま

す。 

  

平成２３年３月期から平成２５年３月期までの３ヵ年の中期経営計画では、当社の強みを発揮するコ

ア事業での成長基盤を構築することを基本テーマとし、「コア部門の一層の強化・拡大」「新規商品の

創出と育成の加速」「顧客志向の徹底推進」「持続的成長を支える質の向上」を基本戦略としておりま

す。これらを更に推進するため、食品事業における新たな部門展開の加速に重点を置いて取り組み、新

しい価値・市場の創造に挑戦し収益拡大を図ります。また、これらの遂行を通じて、変化に柔軟に対応

し、チャレンジし続ける社風、責任と役割を果たす人材を育成し、東京証券取引所１部指定換えを目指

します。  

  

[“Ｄ－５２１”の概要] 

① 基本戦略 

・コア部門の一層の強化・拡大 

・新規商品の創出と育成の加速 

・顧客志向の徹底推進 

・持続的成長を支える質の向上 

  

② 目指す姿 

・お客様とのゆるぎない信頼関係、品質主義を貫き、ブランド価値を高める 

・生鮮部門のエキスパートとして専門性をさらに高める 

・素材と調味料の組み合わせによるシナジーを追求するなかで、お客様のライフスタイルに応じた 

   提案力を養い、新たな価値を創造する 

・責任と役割を果たす人材の育成 

  

③ 数値目標 

最終年度である平成２５年３月期の数値目標は以下のとおりです。食品事業の新たな部門展開の加速

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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により、持続的成長と東京証券取引所１部指定換えを目指します。 

平成２５年３月期 目標 

 
  

景気後退に伴う買い控え、販売単価の下落傾向や東日本大震災による国内経済への影響などにより、

食品業界を取り巻く環境は一段と厳しくなっております。 

このような状況のなか、当社グループは以下の点を重要課題として捉え、これらを具体的施策に落と

し込み、積極果断に遂行し、企業価値の向上を図ってまいります。 

  

コンプライアンス体制の再構築 

企業の大前提がコンプライアンスであるとの考えに基づき、従来から継続している体制を再構築し、

さらなる充実を図るとともに、業務執行に対する監督機能の一層の強化と経営の透明性を高めてまいり

ます。 

  

商品開発力・マーケティング力の強化 

市場、お客様の変化を先取りし、新たな需要創出につながる製品開発を積極的に進めてまいります。

このような取り組みを通じて、製品の付加価値を追求し、お客様に支持される製品開発とマーケティン

グ力の強化に取り組んでまいります。 

  

コスト削減 

原材料の高騰などが見込まれるなか、原材料調達方法や生産・物流体制の見直し等によるコスト削減

を進めてまいります。 

  

食の安心・安全 

お客様に安心して購入いただける製品を市場に供給するため、ＩＳＯ２２０００及びＨＡＣＣＰに則

った生産を行い、製品品質・衛生管理レベルの継続的向上と改善に取り組みます。 

  

有事に備えた生産体制の構築 

東日本大震災では、茨城県の生産拠点が被災し一時的に生産が停止いたしました。この要因分析と対

策を早期に検討・実施し、現状設備の強化を図り今後不測の事態が発生した場合でも最短で生産を再開

できる体制作りを目指してまいります。 

  

人材育成の強化 

将来にわたって成長力、収益力のある企業体質確立のため、職場環境の改善、人事諸制度の充実によ

り、モチベーションの向上、優れた人材の確保を図ってまいります。 

売上高 １８６億円

経常利益  １８億円

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,007 1,830

受取手形及び売掛金 1,910 1,922

商品及び製品 474 523

仕掛品 － 2

原材料 223 214

繰延税金資産 304 291

その他 121 147

貸倒引当金 △74 △75

流動資産合計 4,967 4,857

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,026 4,106

減価償却累計額 2,285 2,402

建物及び構築物（純額） 1,740 1,704

機械装置及び運搬具 1,177 1,247

減価償却累計額 733 791

機械装置及び運搬具（純額） 443 455

工具、器具及び備品 81 82

減価償却累計額 65 67

工具、器具及び備品（純額） 15 15

土地 2,243 2,658

リース資産 1,099 1,161

減価償却累計額 462 591

リース資産（純額） 637 570

建設仮勘定 62 65

有形固定資産合計 5,143 5,470

無形固定資産   

リース資産 32 33

その他 1 1

無形固定資産合計 34 35

投資その他の資産   

投資有価証券 83 84

敷金及び保証金 293 285

繰延税金資産 396 401

その他 82 82

貸倒引当金 △3 △2

投資その他の資産合計 851 850

固定資産合計 6,029 6,356

繰延資産   

開業費 10 4

資産合計 11,008 11,218
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,190 1,296

1年内返済予定の長期借入金 208 184

リース債務 245 221

未払金 847 899

未払法人税等 501 258

賞与引当金 398 376

役員賞与引当金 24 19

災害損失引当金 － 108

その他 163 195

流動負債合計 3,580 3,558

固定負債   

長期借入金 584 400

リース債務 452 418

退職給付引当金 305 336

役員退職慰労引当金 465 419

その他 40 36

固定負債合計 1,849 1,611

負債合計 5,429 5,169

純資産の部   

株主資本   

資本金 870 870

資本剰余金 379 379

利益剰余金 4,434 4,909

自己株式 △113 △114

株主資本合計 5,570 6,045

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3 2

その他の包括利益累計額合計 3 2

少数株主持分 3 －

純資産合計 5,578 6,048

負債純資産合計 11,008 11,218
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 16,165 16,932

売上原価 ※1, ※2  8,295 ※1, ※2  8,730

売上総利益 7,870 8,202

販売費及び一般管理費   

販売促進費 579 679

広告宣伝費 93 103

配送費 1,383 1,508

貸倒引当金繰入額 19 2

役員報酬 178 184

給料及び手当 1,677 1,667

賞与 264 243

賞与引当金繰入額 295 263

役員賞与引当金繰入額 24 19

退職給付費用 94 92

役員退職慰労引当金繰入額 40 48

福利厚生費 321 327

旅費及び通信費 209 214

減価償却費 104 104

賃借料 739 737

その他 629 665

販売費及び一般管理費合計 ※1  6,655 ※1  6,862

営業利益 1,214 1,339

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 1 1

不動産賃貸料 28 29

その他 16 19

営業外収益合計 46 51

営業外費用   

支払利息 25 23

貸与資産減価償却費 1 0

その他 12 14

営業外費用合計 39 38

経常利益 1,221 1,352

特別利益   

受取保険金 － 51
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 0 4

投資有価証券評価損 2 4

災害による損失 － ※3  189

店舗閉鎖損失 － 27

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 0

特別損失合計 2 225

税金等調整前当期純利益 1,218 1,178

法人税、住民税及び事業税 680 543

法人税等調整額 △84 8

法人税等合計 595 552

少数株主損益調整前当期純利益 － 625

少数株主損失（△） △4 △3

当期純利益 627 629
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 625

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △0

その他の包括利益合計 － ※2  △0

包括利益 － ※1  625

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 629

少数株主に係る包括利益 － △3
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 870 870

当期末残高 870 870

資本剰余金   

前期末残高 379 379

当期末残高 379 379

利益剰余金   

前期末残高 3,961 4,434

当期変動額   

剰余金の配当 △154 △154

当期純利益 627 629

当期変動額合計 472 475

当期末残高 4,434 4,909

自己株式   

前期末残高 △111 △113

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 △2 △0

当期末残高 △113 △114

株主資本合計   

前期末残高 5,100 5,570

当期変動額   

剰余金の配当 △154 △154

当期純利益 627 629

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 470 474

当期末残高 5,570 6,045

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 3 2

少数株主持分   

前期末残高 8 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 △3

当期変動額合計 △4 △3

当期末残高 3 －
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 5,112 5,578

当期変動額   

剰余金の配当 △154 △154

当期純利益 627 629

自己株式の取得 △2 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5 △4

当期変動額合計 465 470

当期末残高 5,578 6,048
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,218 1,178

減価償却費 573 527

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 33 31

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 40 △45

賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △22

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 △4

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 108

受取利息及び受取配当金 △1 △1

支払利息 25 23

有形固定資産除売却損益（△は益） 0 4

投資有価証券評価損益（△は益） 2 4

店舗閉鎖損失 － 27

売上債権の増減額（△は増加） △160 △12

たな卸資産の増減額（△は増加） △48 △41

仕入債務の増減額（△は減少） 75 106

その他 72 17

小計 1,861 1,898

利息及び配当金の受取額 1 1

利息の支払額 △26 △22

リース解約損 － △1

法人税等の支払額 △361 △780

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,474 1,095

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △585 △619

有形固定資産の売却による収入 － 0

投資有価証券の取得による支出 △6 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △591 △625

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △150 －

長期借入れによる収入 800 －

長期借入金の返済による支出 △167 △208

社債の償還による支出 △300 －

リース債務の返済による支出 △339 △283

自己株式の取得による支出 △2 △0

配当金の支払額 △154 △154

財務活動によるキャッシュ・フロー △313 △646

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 569 △177

現金及び現金同等物の期首残高 1,438 2,007

現金及び現金同等物の期末残高 2,007 1,830
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項 全ての子会社を連結しております。

(1)連結子会社の数

１社

全ての子会社を連結しております。

(1)連結子会社の数

１社

(2)連結子会社の名称

株式会社ダイショーフードシス

テムズ

(2)連結子会社の名称

株式会社ダイショーフードシス

テムズ

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1)重要な資産の評価基準及び評価方

法 

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左 

  

 

 

時価のないもの

同左

②たな卸資産

総平均法による原価法（収益

性の低下による簿価切り下げの

方法）

②たな卸資産

同左

(2)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産（リース資産を除

く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 38～50年

機械装置 10年

(2)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産（リース資産を除

く）

同左

②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採

用しております。

②リース資産

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

同左
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前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

(3)重要な繰延資産の処理方法

開業費

３年で均等償却しております。

(3)重要な繰延資産の処理方法

同左

(4)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権については、個別に回

収可能性を検討して回収不能見込

額を計上しております。

(4)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員への賞与の支給に備える

ため、支給見込額基準により計上

しております。 

②賞与引当金

同左

③役員賞与引当金

当社の役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、当連結会

計年度における支給見込額を計上

しております。

③役員賞与引当金

同左

  ――――――――――― ④災害損失引当金

東日本大震災により損傷を受け

た設備の復旧費用の支出等に備え

るため、当該損失見積額を計上し

ております。

④退職給付引当金

当社の従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務年数以内の

一定年数（５年）による按分額を

発生の翌連結会計年度より費用処

理しております。

⑤退職給付引当金

同左

⑤役員退職慰労引当金

当社の役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上して

おります。

⑥役員退職慰労引当金

同左

    ―――――――――――

 

  

 

(5)その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用しております。

(5)連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

現金及び預金（但し取得日から満期

日又は償還日まで３ヶ月超の預金を

除く）

(6)その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。

  ―――――――――――

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

現金及び預金（但し取得日から満期日

又は償還日まで３ヶ月超の預金を除

く）

  ―――――――――――

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

───────── (資産除去債務に関する会計基準等)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用して

おります。

これに伴う、当連結会計年度の営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微でありま 

す。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

───────── (連結損益計算書)

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号  平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日  内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  

 ※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

 ※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

 （追加情報） 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年6月30
日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」
の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載してお
ります。 

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

１  当社は運転資金の効率的な調達を行うために取引

銀行５行及び生命保険会社１社と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500百万円

借入実行残高 ―

差引額  1,500 

１  当社は運転資金の効率的な調達を行うために取引

銀行５行及び生命保険会社１社と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500百万円

借入実行残高 ― 

差引額  1,500

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

                                     236百万円

※１  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費

                                    216百万円

※２   期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下

げ後の金額であり、たな卸資産評価損が売上原価

に59百万円含まれております。

※２   期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下

げ後の金額であり、たな卸資産評価損が売上原価

に67百万円含まれております。

※３   災害による損失  

     東日本大震災による損失額であり、内訳は次の  

とおりです。

    災害損失引当金繰入額          108百万円

     設備復旧費用          29

       たな卸資産廃棄損        16

    固定資産滅失損         3

    その他             32         

                  計              189

(連結包括利益計算書関係)

親会社株主に係る包括利益 626百万円

少数株主に係る包括利益 △4

計 622

その他有価証券評価差額金 △0百万円

計 △0
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   4,318株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

 
  

 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,868,800 ― ― 9,868,800

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 210,294 4,318 ― 214,612

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 
定時株主総会

普通株式 77 8.00 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月４日 
取締役会

普通株式 77 8.00 平成21年９月30日 平成21年12月２日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 77 8.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   1,089株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

 
  

 (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 9,868,800 ― ― 9,868,800

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 214,612 1,089 ― 215,701

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 
定時株主総会

普通株式 77 8.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月４日 
取締役会

普通株式 77 8.00 平成22年９月30日 平成22年12月２日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 77 8.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,007百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 2,007

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,830百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 1,830
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前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

デリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

当社は、確定給付型の退職一時金制度、及び確定拠出型の退職給付制度を設けております。 

  

 
  

 
     (注)確定拠出年金の掛金支払額及び退職前払金制度による従業員に対する前払い退職金支給額であります。 

  

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

同左

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

a.有形固定資産

主として、調味料製造設備、ネットーワーク機

器等の電子機器及び車両であります。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

a.有形固定資産

同左

b.無形固定資産

ソフトウェアであります。

b.無形固定資産

同左

②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

②リース資産の減価償却の方法

同左

(デリバティブ取引関係)

(退職給付関係)

前連結会計年度(自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △433百万円

(2) 年金資産残高 68

(3) 未認識数理計算上の差異 60

(4) 退職給付引当金 △305

３．退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 29百万円

(2) 利息費用 9

(3) 期待運用収益（減算） 0

(4) 数理計算上の差異の費用処理額（加算） 3

(5) その他（加算）(注) 77

(6) 退職給付費用 118
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(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数による定額

法により、費用処理しております。) 

  

当社は、確定給付型の退職一時金制度、及び確定拠出型の退職給付制度を設けております。 

  

 
  

 
     (注)確定拠出年金の掛金支払額及び退職前払金制度による従業員に対する前払い退職金支給額であります。 

  

 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数による定額

法により、翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。) 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 期末時点の債権市場利回りに基づいて

      設定しております。 1.6％

(3) 期待運用収益率 1.5％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 ５年

当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 △485百万円

(2) 年金資産 61

(3) 未認識数理計算上の差異 87

(4) 退職給付引当金 △336

３．退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 32百万円

(2) 利息費用 6

(3) 期待運用収益（減算） 1

(4) 数理計算上の差異の償却額（加算） 6

(5) その他（加算）（注） 81

(6) 退職給付費用 128

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 期末時点の債権市場利回りに基づいて

      設定しております。
1.6％

(3) 期待運用収益率 1.5％

(4) 数理計算上の差異の処理年数 ５年
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める食品事業の割合が、いずれも90％を
超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

本邦以外の国または地域に連結子会社及び在外支店は存在しないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計額、営業利益の合計額及び資産の合計額に占める外食事業の割合
が、いずれも10％に満たないため、セグメント情報の記載を省略しております。 

  

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。  

(ストック・オプション等関係)

(セグメント情報等)

(事業の種類別セグメント情報)

(所在地別セグメント情報)

(海外売上高)

(セグメント情報)
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(注１) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

(注２) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

 
  

２．１株当たり当期純利益金額 

  

 
  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

税効果会計、金融商品、有価証券、資産除去債務、賃貸等不動産関係に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

  

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 577円39銭 １株当たり純資産額 626円59銭

5

１株当たり当期純利益 64円98銭 １株当たり当期純利益 65円25銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益

―円―銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

―円―銭

項目
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
当連結会計年度

（平成23年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 5,578 6,048

普通株式に係る純資産額(百万円) 5,574 6,048

差額の主な内訳(百万円)

  少数株主持分 3 ―

普通株式の発行済株式数（株） 9,868,800 9,868,800

普通株式の自己株式数（株） 214,612 215,701

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株)

9,654,188 9,653,099

項目
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 627 629

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 627 629

普通株式の期中平均株式数（株） 9,655,549 9,653,290

(重要な後発事象)

(開示の省略)
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,953 1,810

受取手形 59 51

売掛金 ※3  1,849 ※3  1,869

商品及び製品 474 523

仕掛品 － 2

原材料 222 212

前払費用 41 38

繰延税金資産 304 291

その他 ※3  93 ※3  109

貸倒引当金 △74 △75

流動資産合計 4,924 4,834

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,667 3,717

減価償却累計額 2,110 2,206

建物（純額） 1,557 1,510

構築物 343 373

減価償却累計額 173 194

構築物（純額） 169 178

機械及び装置 1,164 1,234

減価償却累計額 724 782

機械及び装置（純額） 440 451

車両運搬具 12 12

減価償却累計額 9 8

車両運搬具（純額） 3 4

工具、器具及び備品 80 81

減価償却累計額 65 66

工具、器具及び備品（純額） 14 15

土地 2,243 2,658

リース資産 1,067 1,126

減価償却累計額 457 585

リース資産（純額） 610 541

建設仮勘定 62 65

有形固定資産合計 5,101 5,425

無形固定資産   

リース資産 32 33

その他 1 1

無形固定資産合計 34 35
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 83 84

関係会社株式 70 －

関係会社長期貸付金 ※3  57 ※3  117

長期前払費用 5 5

敷金及び保証金 274 269

繰延税金資産 396 401

その他 76 76

貸倒引当金 △3 △62

投資その他の資産合計 959 891

固定資産合計 6,095 6,352

資産合計 11,019 11,186

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,187 1,292

1年内返済予定の長期借入金 208 184

リース債務 240 215

未払金 ※3  854 ※3  906

未払費用 102 110

未払法人税等 501 257

未払消費税等 41 64

預り金 18 17

賞与引当金 398 376

役員賞与引当金 24 19

災害損失引当金 － 108

流動負債合計 3,576 3,553

固定負債   

長期借入金 584 400

リース債務 429 392

退職給付引当金 305 336

役員退職慰労引当金 465 419

その他 40 36

固定負債合計 1,826 1,585

負債合計 5,402 5,138
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 870 870

資本剰余金   

資本準備金 379 379

資本剰余金合計 379 379

利益剰余金   

利益準備金 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金 3,650 4,150

繰越利益剰余金 736 668

利益剰余金合計 4,476 4,909

自己株式 △113 △114

株主資本合計 5,613 6,045

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3 2

評価・換算差額等合計 3 2

純資産合計 5,616 6,048

負債純資産合計 11,019 11,186
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（２）損益計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 ※1  16,100 ※1  16,841

売上原価 8,265 8,690

売上総利益 7,834 8,151

販売費及び一般管理費   

販売促進費 579 678

広告宣伝費 116 125

配送費 1,383 1,508

役員報酬 170 173

給料及び手当 1,644 1,618

賞与 263 241

賞与引当金繰入額 294 262

役員賞与引当金繰入額 24 19

退職給付費用 94 92

役員退職慰労引当金繰入額 40 48

福利厚生費 320 325

旅費及び通信費 206 210

減価償却費 98 95

賃借料 181 168

その他 1,166 1,183

販売費及び一般管理費合計 ※1  6,585 ※1  6,752

営業利益 1,249 1,398

営業外収益   

受取利息 ※1  1 ※1  2

受取配当金 1 1

不動産賃貸料 28 29

その他 14 19

営業外収益合計 45 53

営業外費用   

支払利息 25 22

貸与資産減価償却費 1 0

その他 11 13

営業外費用合計 38 37

経常利益 1,256 1,414

特別利益   

受取保険金 － 51

特別利益合計 － 51
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産除却損 0 4

投資有価証券評価損 2 4

関係会社株式評価損 － 70

関係会社貸倒引当金繰入額 － 60

災害による損失 － 189

特別損失合計 2 327

税引前当期純利益 1,254 1,138

法人税、住民税及び事業税 680 543

法人税等調整額 △84 8

法人税等合計 595 551

当期純利益 658 587
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製造原価明細書

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 原材料費 5,503 68.3 6,007 69.7

Ⅱ 労務費 1,199 14.9 1,270 14.7

Ⅲ 経費 ※１ 1,349 16.8 1,349 15.6

  当期総製造費用 8,053 100.0 8,627 100.0

  期首仕掛品たな卸高 ― ―

   合計 8,053 8,627

  期末仕掛品たな卸高 ― 2 0.0

  当期製品製造原価 8,053 8,624 100.0

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

賃借料   94百万円

減価償却費 466

研究開発費 113

２ 原価計算の方法

当社の原価計算の方法は組別工程別総合原価計

算を採用しております。

 

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

賃借料 87百万円

減価償却費 421

研究開発費 183

２ 原価計算の方法

   同左
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（３）株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 870 870

当期末残高 870 870

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 379 379

当期末残高 379 379

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 90 90

当期末残高 90 90

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 3,550 3,650

当期変動額   

別途積立金の積立 100 500

当期変動額合計 100 500

当期末残高 3,650 4,150

繰越利益剰余金   

前期末残高 332 736

当期変動額   

剰余金の配当 △154 △154

当期純利益 658 587

別途積立金の積立 △100 △500

当期変動額合計 404 △67

当期末残高 736 668

利益剰余金合計   

前期末残高 3,972 4,476

当期変動額   

剰余金の配当 △154 △154

当期純利益 658 587

当期変動額合計 504 432

当期末残高 4,476 4,909

自己株式   

前期末残高 △111 △113

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 △2 △0

当期末残高 △113 △114
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 5,111 5,613

当期変動額   

剰余金の配当 △154 △154

当期純利益 658 587

自己株式の取得 △2 △0

当期変動額合計 501 431

当期末残高 5,613 6,045

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 3 2

純資産合計   

前期末残高 5,115 5,616

当期変動額   

剰余金の配当 △154 △154

当期純利益 658 587

自己株式の取得 △2 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 △0

当期変動額合計 501 431

当期末残高 5,616 6,048
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 有価証券の評価基

準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

………期末日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

(1) 子会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

………移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価

基準及び評価方法

 総平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切り下げの方法） 

 

同左

３ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

  定率法によっております。

  ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法によっております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

  建物    38～50年

  機械及び装置  10年

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

同左

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。 

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左 

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産
       同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し

て回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員への賞与の支給に備えるた

め、支給見込額基準により計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、当事業年度における支給

見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

同左

   ――――――――――――

 

  

 

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上し

ております。

  なお、数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務年数以内の一定年数(５年)

による按分額を発生の翌事業年度より

費用処理しております。

（会計方針の変更）

  当事業年度から、「退職給付に係る

会計基準」の一部改正(その３)(企業

会計基準第19号 平成20年7月31日)を

適用しております。

  数理計算上の差異を翌期から償却す

るため、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響はありません。

  また、本会計基準の適用に伴い発生

する退職給付債務の差額の未処理残高

は43百万円であります。

(4) 災害損失引当金

  東日本大震災により損傷を受けた設

備の復旧費用の支出等に備えるため、

当該損失見積額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

同左

 

  

 

  

 

  

 

  

 

   ――――――――――――

(5) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

５ その他財務諸表作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   4,318株 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    1,089株 

（６）個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日現在)

当事業年度 
(平成23年３月31日現在)

 １ 担保に供している資産については、当事業年度に

おいて全て解除されております。

 １      

    ―――――――――――

２ 当社は運転資金の効率的な調達を行うために取引

銀行５行及び生命保険会社１社と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。

   当期末における貸出コミットメントに係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500百万円

借入実行残高 ―

差引額 1,500

２ 当社は運転資金の効率的な調達を行うために取引

銀行５行及び生命保険会社１社と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。

   当期末における貸出コミットメントに係る借入金

未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500百万円

借入実行残高 ―

差引額 1,500

 

 

※３ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権  15百万円

長期金銭債権

短期金銭債務

57

8
 

※３ 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権  

長期金銭債権

短期金銭債務

4百万円

117

8

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 関係会社との取引高

    営業取引による取引高

      売上高           0百万円

      販売費及び一般管理費    28

     営業取引以外の取引による取引高 
           営業外収益         0百万円

※１ 関係会社との取引高

    営業取引による取引高

      売上高             0百万円

      販売費及び一般管理費    25

  営業取引以外の取引による取引高 
           営業外収益          1百万円

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 210,294 4,318 ― 214,612

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 214,612 1,089 ― 215,701
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

  該当事項はありません。

ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

  該当事項はありません。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

a.有形固定資産

主として、調味料製造設備、ネットーワーク機

器等の電子機器及び車両であります。

b.無形固定資産

ソフトウェアであります。

②リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

a.有形固定資産

 同左 

 

b.無形固定資産

 同左

②リース資産の減価償却の方法

   同左

(税効果会計関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日現在)

当事業年度 
(平成23年３月31日現在)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

役員退職慰労引当金 188百万円

賞与引当金 160

減損損失 65

退職給付引当金 149

貸倒引当金 27

その他 158

繰延税金資産小計 750

評価性引当額 △47

繰延税金資産合計 703

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △2

繰延税金負債合計 △2

繰延税金資産の純額 701

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（繰延税金資産）

役員退職慰労引当金 169百万円

賞与引当金 152

減損損失 63

退職給付引当金 161

貸倒引当金 54

その他 193

繰延税金資産小計 795

評価性引当額 △100

繰延税金資産合計 694

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △1

繰延税金負債合計 △1

繰延税金資産の純額 692

 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3

住民税均等割額 3.3

試験研究費税額控除 △0.7

評価性引当額 0.1

その他 3.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.5

 

 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5

住民税均等割額 3.7

試験研究費税額控除 △1.3

評価性引当額 4.7

その他 △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.4
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(注１) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、前事業年度末及び当事業年度末には潜在株式が存在しないた 

    め記載しておりません。 

(注２) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

 
  

２．１株当たり当期純利益 

 
  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 該当事項はありません。 
  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 581円79銭 １株当たり純資産額 626円55銭

１株当たり当期純利益 68円20銭 １株当たり当期純利益 60円81銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

―円―銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

―円―銭

項目
前事業年度末

（平成22年３月31日）
当事業年度末

（平成23年３月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 5,616 6,048

普通株式に係る純資産額（百万円） 5,616 6,048

普通株式の発行済株式数（株） 9,868,800 9,868,800

普通株式の自己株式数（株） 214,612 215,701

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

9,654,188 9,653,099

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日)

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 658 587

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 658 587

普通株式の期中平均株式数(株) 9,655,549 9,653,290

(重要な後発事象)
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